訴　　状

平成１９年４月１日

大阪地方裁判所民事部　御中

原　　告　　藤　本　一　郎
　　印

損害賠償請求事件

訴訟物の価額　　金１６９６万９７００円

　ちょう用印紙額　７万１０００円


当事者目録　　別紙の通り

当事者目録

〒５４１－００４１

大阪市中央区北浜３丁目６番１３号（送達場所）

　　　　　　原　　　　　　告　　　　　藤　　　本　　　一　　　郎

　　　　　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　０６－６２０２－３３５５

　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　０６－６２０２－３３７５

〒１００－０００５

東京都千代田区丸の内２－３－２

被　　　　　　告　　　　　甲　州　産　業　株　式　会　社

代表者代表取締役　　　　　武　　　田　　　信　　　玄

　〒５４１－００４１

　　大阪府大阪市中央区北浜３丁目６番１３号

　　　　　　　被　　　　　　告　　　　　藤　　　本　　　義　　一

第１　請求の趣旨

　１　被告らは、原告に対し、連帯して
、金１６９６万９７００円と、これに対する本訴状送達の日の翌日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え

２　訴訟費用は被告らの負担とする

　との判決並びに仮執行の宣言を求める。

第２　請求の原因

　１　当事者

被告甲州産業株式会社
（以下、「被告甲州」という。
）は、東京都中央区に本社のある株式会社であり、大阪市中央区に支店がある。主としてアンティーク家具を製造・販売している。

被告藤本義一（以下、「被告義一」という。）は、被告甲州大阪支店で働く従業員である。

原告は、大阪市中央区に居住し、被告甲州大阪支店の顧客の１人である。

　２　事故の発生

　　　平成１８年１２月１日、原告は被告甲州の大阪支店を訪れた。大阪支店には、被告義一が従業員として勤務していた。

　　　原告は、被告義一に対し、『大阪支店に展示してある大きな「風林火山」の旗を見せて欲しい』と依頼したところ、被告義一はこれを承諾した。

　　　ところが、被告義一は、大きな「風林火山」の旗を誤って落としてしまい、これが原告の肘や膝などに当たってしまった。

　　　原告は、左肘捻挫，右膝内側半月板断裂他の傷害を負った（甲１）
。

３　治療経過

原告は，平成１８年１２月からずっと今日まで通院を継続し，特に，右膝半月板断裂の程度は酷く，手術のため，平成１９年１月１６日より平成１９年３月１日の間（４５日間）入院した。しかし，なお右膝の関節は十分には曲がらず，障害（可動域障害）が残る形となった（甲２）。

　４　損害

　　　提訴日までに判明している損害は下記のとおりである。

　　(1)　積極損害

　　　①　入通院医療費（保険適用による自己負担分，甲３の１～９）

　　　　　金３００，０００円

　　②　入院付添看護費

　　　　　金２７０，０００円

　　　　　１日６０００円が相当である（入院期間４５日）。

　　　③　入院時雑費

　　　　　金６７，５００円

　　　　　１日１５００円が相当である（入院期間４５日）。

　　　④　交通費

　　　　　金４０，０００円（甲３の１０～１６）

　　(2)　消極損害

　　　⑤　休業損害

　　　　　金５５３，５００円

　　　　　原告は，昭和５０年１月生（現３２歳）で，大学院卒の家事従事者であるから，賃金センサス・女子労働者・大学卒・３０～３４歳・平成１７年によると，平均賃金は４，４８９，１００円となる。入院期間は４５日であるから，休業損害としては，４，４８９，１００×４５÷３６５となる。

⑥　後遺障害（甲２）

金１０，２９６，０００円

原告は，右膝内側半月板断裂につき，障害（可動域制限）が残った。

　　　　　これは，労働者災害補償保険における障害の等級に照らすと，身体後遺障害第１２級（労働喪失率１４％）に相当する。

　　　　原告の残稼働可能年数は３５年，ライプニッツ計数は，年５％で計算すると１６．３７４となる。また，原告が大学院卒の家事従事者であることを考慮すると，後遺障害の金額としては，４，４８９，１００×１６．３７４×１４／１００として計算することができる。

(3)　慰謝料

　　　⑦　傷害に対する慰謝料

　　　　　金１１０万円

　　　　　入院期間１．５か月，通院期間２．５か月として計算した（緑本平成１７年基準）。

　　⑧　後遺症に対する慰謝料

　　　　　金２８０万円

　　　　　右膝内側半月板断裂により後遺障害１２級に相当する障害を残す結果となったから，金２８０万円が相当である（緑本平成１７年基準）。

　　　　　なお，医師からは，現状で症状固定の見込みではあるが，現状痛みのない半月板の欠損部分につき，痛みが発生してくると再手術や，更に可動域が狭くなる可能性も指摘されており，将来において１０級相当の障害となる可能性があること，その場合の損害賠償請求権を放棄する意思がないことを，念のため付言しておく。

(4)　その他

　　　⑨　弁護士費用

　　　　　金１，５４２，７００円

　　　　　弁護士費用としては，上記①から⑧の総額の１割が相当である。

　　(5)　損害の合計

　　　　合計金１６，９６９，７００円となる。

　５　過失

　　(1)　被告義一は、顧客に対し安全に商品を展示する注意義務があるところ、誤って「風林火山」を落としてしまい、原告に傷害を加えたのであるから、かかる注意義務に違反したことは明らかである。

　　(2)　被告甲州は、被告義一を使用者として支配しており、本件事故は、被告義一が被告甲州のために勤務している最中、被告甲州の店舗内で発生したものであるから、使用者として、この責任を免れることはできない（民法７１５条）。

　　　　また、被告甲州は、原告との間で、「風林火山」の売買契約締結に向けて既に交渉に入ろうとしていたのであり、信義則上、顧客に対する安全配慮義務を負っているところ、これに違反して事故を発生させたものである。

　６　結語

　　　よって、被告義一は，不法行為に基づく損害賠償として，被告甲州は不法行為および債務不履行（信義則上の安全配慮義務違反）に基づく損害賠償として，連帯して，原告に対し，金１６９６万９７００円と，これに対する本訴状送達の日の翌日から支払済みまで年５パーセントの割合による遅延損害金を支払え。

以　上

証拠方法

甲第１号証　　　　　　　　診断書

甲第２号証　　　　　　　　診療記録（カルテ）

甲第３号証の１～１６　　　領収書

添付書類

甲号証写し　　　　　　　　　　　　　　　各２通

委任状　　　　　　　　　　　　　　　　　　１通

資格証明書　　　　　　　　　　　　　　　　１通

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

� 訴状に限らず、日本の裁判書類の現在の典型的な書式は、Ａ４、横３７文字・縦２６文字、文字の大きさ１２ポイントです。


� 全国どこの裁判所にも訴訟を提起できる訳ではありません。原則的には、被告の住所地にある地方裁判所に訴訟提起することになっています（民事訴訟法４条、普通管轄）。但し例外も沢山あります。本訴訟は不法行為に基づく損害賠償請求なのですが、不法行為の発生した地の裁判所でも訴訟提起することができます（特別管轄）。もしも「訴訟物の価額」が１４０万円を下回るならば簡易裁判所です。簡易裁判所で訴訟を行う場合に限り、訴訟代理人として、弁護士以外でも司法書士（但し認定試験に通っている者）にお願いすることができます。


� 原告本人が代理人弁護士を付さずに訴訟をする場合を想定した記載例です。もしも代理人弁護士がいる場合は、「原告訴訟代理人弁護士　藤　本　一　郎」と記載します。


� 印鑑は実印である必要はありませんが、同じ印鑑を使い続けてください。


� 事件名を付します。損害賠償の請求の場合は「損害賠償請求事件」と名付けるのが普通です。


� 「訴えの利益」が幾らなのかを記載します。通常は、請求額（利息を除く）ですが、例えば株主代表訴訟のような算定不能な場合ですと、金１６０万円ということになります。


� 訴状に添付する「印紙」の額です。私のサイトに最高裁の早見表へのリンクをつけていますので、それを見て下さい。また、絶対に正しいという保証はしませんが、� HYPERLINK "http://www.tdon.jp/smallitems/index.htm#05" ��http://www.tdon.jp/smallitems/index.htm#05�　が計算には便利です。


� 別途郵券を予納しなければいけません。


� 後に和解調書等を作成するための便宜を考慮して、当事者目録については別紙とするのが普通です。


� 送達場所と記載した場所に裁判所や相手方からの連絡書類が到達します。


� 原告本人訴訟の場合。原告に代理人がついている場合は、原告の住所・氏名の記載の下に、代理人の住所・氏名を記載します。また、代理人がついている場合は、送達先は代理人の事務所とするのが普通です。


� 裁判書類は、訴状など一部の重要書類を除きＦＡＸでやりとりするのが普通ですので、ＦＡＸをお持ちであればＦＡＸ番号を記載して下さい。


� 会社が当事者の場合は、会社名と代表者名を記載します。


� 被告が複数いる場合は、このように並記します。被告が１名の場合は勿論当事者目録に記載する被告の数は１名だけになります。


� 「請求の趣旨」とは、裁判で裁判所に出して欲しい決定の中身を書くところです。法的な理由とかはここに書く必要はありません。○○円払え、とか○○を引き渡せ、というような具体的な内容を記載します。


� 「連帯して」とは、債権の債務者がどちらも全額支払う義務があるということを言うものです。本件では被告２名（甲州産業㈱と藤本義一）がともに５００万円支払う義務がある、ということを書いているのです。勿論、一方が全額を支払ってしまえば、他方は原告にはもう支払わなくていいのです（原告は訴状記載の額を超えて二重に回収することはできません）。なお、自分の負担部分を超えて支払った被告は、他の被告に求償することができます。


� 利息に付する金利は、法定利率ですと５％（通常）または６％（商事）。債務不履行の場合は約定金利を請求できます。本件は不法行為ですので、５％です。なお、債務不履行の場合は債務不履行になった翌日から金利請求できる筈ですが、いつが債務不履行になったか証明することで争いが発生する可能性があること、債務不履行の日と裁判を開始する日が余り離れていないことが通常であることから、１つでも争点を減らして実質的な裁判を行うために、「訴状送達の翌日」からの金利しか請求しないことが多いですが、とことん争うなら、金利が本当に発生する日を特定して、その日からの金利を請求しても構いません。


� 仮執行宣言は金銭請求の時のみできますので、非金銭的請求（モノの引渡など）の場合には記載しません。


� 「請求の原因」には、訴訟物（請求の趣旨に記載した請求を根拠づける権利）の成立を裏付ける要件事実を必要十分に記載します。書きすぎもいけません。要件事実とは無関係であるが、関連する事実については、後から「関連事実」という項を作って記載するのがベターです。


� 被告が複数いる場合は、「被告○○」と被告という肩書き＋名称で呼ぶのが普通です。


� 当事者の名前が長い場合は、このように定義づけを行って、以下の書面では短く表記することも構いません。


� 主張する事実に対応する証拠がある場合は、このように本文中にどの証拠が対応するのか示します。証拠には、甲１，甲２，甲３（原告）、乙１，乙２，乙３（被告）と番号を付するのが普通です。


� 緑本とは、大阪弁護士会交通事故委員会が作成する「交通事故損害賠償額算定のしおり」と題される本のことであり、大阪地裁における損害賠償額算定方法については、その基礎とされるものです。この他、「青本」「赤本」と呼ばれる本も斟酌されます。通常、大阪の弁護士はこれらを使って損害賠償を算定します。


� ここでいう「弁護士費用」とは、当該原告が現に依頼した弁護士に支払う額をいうのではなく、その費用のうち、相手方から請求し得る額という意味です。不法行為に基づく損害賠償の場合、認容額の１割程度まで弁護士費用として相手方から取ることができるというのが確立した判例です。なお、本件は、本人訴訟であり、弁護士依頼をしていないのであるから、「弁護士費用」が発生していないため、かかる金額を請求することはできない筈ですが、そういうことができることを示すために、敢えて省略しませんでした。当事者訴訟で使う場合は省く必要があります。
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